
大学・研究機関との連携
多様な事業とパートナーシップ

近代化の経験と開発協力の教訓を提供
JICA開発大学院連携では、開発途上国の未来と発
展を支えるリーダーとなる人材を日本に招き、欧米とは
異なる日本の近代の開発経験と戦後の援助実施国とし
ての知見の両面を学ぶ機会を提供しています。また、日
本で学び帰国したJICA留学生※が母国の開発課題の解
決に取り組むとともに、知日派・親日派のトップリーダー
として活躍し、日本との協力関係が維持・強化されるこ
とを目的としています。2023年度末時点で、日本の修
士や博士課程で学んでいるJICA留学生は、世界104

カ国2,000人を超えています。
　こうしたJICA留学生に対し「JICA開発大学院連携プ
ログラム」では、日本の大学院で専門分野の教育研究に
加え、欧米とは異なる日本の近代化の経験と戦後の開
発協力の実施国としての知見を学ぶ機会として「日本理
解・地域理解プログラム」と「各大学におけるプログラム」
を提供しています。
　すべてのJICA留学生が参加可能な「日本理解・地域
理解プログラム」は、JICAと連携する大学やJICAの国
内機関が企画。産業革命やインフラ開発など日本の近

JICA開発大学院連携

JICA日本研究講座設立支援事業（JICAチェア）

代化の経験のほか、少子高齢化や地方創生といった課
題先進国ならではの開発課題を、日本の開発経験とし
て題材に取り上げています。講義や関連施設の訪問、行
政や企業、教育機関との交流を通じ、多様なアクターに
よる協働体制を理解するとともに、自らの研究活動と日
本の開発経験とのつながりを探り、その学びを母国の開
発に生かしていくことが期待されています。他方、「各大
学におけるプログラム」は、留学生を受け入れている大
学が日本の開発経験などを授業科目として提供するも
ので、受講の機会はJICA留学生に限らず、その他の留
学生、日本人学生にも開かれています。プログラムを提
供する大学関係者からは「留学生を通じてさまざまな国
の課題を知ることが日本の抱える課題に気付くきっかけ
になる」など、日本人学生にとっても大きなメリットに
なっているとの声も届いています。

2023年度は、「日本理解・地域理解プログラム」を連
携2大学、国内13拠点で計49プログラム提供し、参加
者は1,000人を超えました。また「各大学におけるプロ
グラム」は、26大学53研究科で提供され、合計34プロ
グラム、2,000人以上が受講しました。

JICA開発大学院連携の海外展開
JICA開発大学院連携で提供しているプログラムを海

外でも受講したいという声を踏まえ、開発途上国で
「JICA日本研究講座設立支援事業（JICAチェア）」を実

JICA留学生の出身国と受入総数

100カ国超9,500人超

（2010–2023年度）

広島を訪れる各国の留学生。JICAは留学生間、自治体や民間企業、政府関係者と
のネットワーク構築の機会を設けている

施しています。これは、各国のトップクラスの大学など
を対象に、日本の開発経験をその背景にある歴史や文
化も踏まえて学ぶ「日本研究」講座の設立を支援するも
のです。

JICAチェアには、①日本から講師の短期派遣、関連
動画教材の提供などを行う「短期集中講義」と、②連続
講座の設置、共同研究、研究者・教育者の日本への受け
入れなどを行う「日本研究講座設置」の形態があります。
2023年度の累計実施国は、2022年度の71カ国から

77カ国へと拡大しました。
2023年度は、日本の大学などから講師を各国に派遣

し、対面での開催が増加したことにより、より円滑で双
方向の活発なディスカッションが実現しました。また、
JICAチェアを促進するために、放送大学と共同制作し
た「日本の近代化を知る７章」や続編「続・日本の近代化
を知る」のほか、JICAグローバル・アジェンダに沿って
分野別に日本の開発経験を学ぶ動画教材などを活用し
ています。

※　JICA留学生とは、技術協力、無償資金協力「人材育成奨学計画（JDS）」、有償資金協
        力などにより、日本の大学などの学位課程に在籍する開発途上国の関係者を指します。

JICA REPORT 2024   069



JICA開発大学院連携の海外展開
JICA開発大学院連携で提供しているプログラムを海

外でも受講したいという声を踏まえ、開発途上国で
「JICA日本研究講座設立支援事業（JICAチェア）」を実

施しています。これは、各国のトップクラスの大学など
を対象に、日本の開発経験をその背景にある歴史や文
化も踏まえて学ぶ「日本研究」講座の設立を支援するも
のです。

JICAチェアには、日本から講師の短期派遣、関連動
画教材の提供などを行う「短期集中講義」と、連続講座
の設置、共同研究、研究者・教育者の日本への受け入れ
などを行う「日本研究講座設置」の形態があります。
2023年度の累計実施国は、2022年度の71カ国から

78カ国へと拡大しました。
2023年度は、日本の大学などから講師を各国に派遣

し、対面での開催が増加したことにより、より円滑で双
方向の活発なディスカッションが実現しました。また、
JICAチェアを促進するために、放送大学と共同制作し
た「日本の近代化を知る７章」や続編「続・日本の近代化
を知る」のほか、JICAグローバル・アジェンダに沿って
分野別に日本の開発経験を学ぶ動画教材などを活用し
ています。

施しています。これは、各国のトップクラスの大学など
を対象に、日本の開発経験をその背景にある歴史や文
化も踏まえて学ぶ「日本研究」講座の設立を支援するも
のです。

JICAチェアには、日本から講師の短期派遣、関連動
画教材の提供などを行う「短期集中講義」と、連続講座
の設置、共同研究、研究者・教育者の日本への受け入れ
などを行う「日本研究講座設置」の形態があります。
2023年度の累計実施国は、2022年度の71カ国から

78カ国へと拡大しました。
2023年度は、日本の大学などから講師を各国に派遣

し、対面での開催が増加したことにより、より円滑で双
方向の活発なディスカッションが実現しました。また、
JICAチェアを促進するために、放送大学と共同制作し
た「日本の近代化を知る７章」や続編「続・日本の近代化
を知る」のほか、JICAグローバル・アジェンダに沿って
分野別に日本の開発経験を学ぶ動画教材などを活用し
ています。

2023年度の概況C H A P T E R 3

SDGsに科学技術イノベーションで貢献
　地球規模での環境・エネルギー問題、災害による被
害、食料危機、感染症の流行など深刻化する課題につ
いて、最新の科学技術の研究成果を活用することで解
決を図る事業が「地球規模課題対応国際科学技術協力
プログラム（SATREPS）」です。
　科学技術振興機構（JST）、日本医療研究開発機構
（AMED）と共同で実施するこの事業は、開発途上国と日
本の研究者が共に課題に取り組み、現地のニーズを踏
まえて知識や技術を新たに創出、その研究成果を社会実
装することでイノベーションを喚起し、SDGsの達成な
ど、広く国際社会に貢献することを目的としています。

SATREPSが対象とする研究課題は多岐にわたり、

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）

学際性も豊かです。例えば、感染症領域ではケニアで「マ
ラリアのない社会の持続を目指したコミュニティ主導型
統合的戦略のための分野融合研究プロジェクト」を
2020年から実施。分子疫学、遺伝学、血清学、媒介昆
虫学、行動経済学、社会経済学からのアプローチを取り
入れた文理融合研究を広域展開することにより、感染だ
けでなく貧困の悪循環を断つことも目指しています。ま
た、防災領域ではアルゼンチンで「気象災害に脆弱な人
口密集地域のための数値天気予報と防災情報提供シス
テムのプロジェクト」を2022年に開始。日本のスーパー
コンピューター「富岳」を用いた大気変化の予報のほか、
防災情報提供システムの開発に加えて住民への防災教
育や専門人材の育成にも取り組んでいます。

2023年度は、日本政府により11カ国12案件が新
規に採択され、相手国の大学・研究機関と実施に向け
た協議を進めています。  

SATREPS採択案件数

58カ国  202件

（2008–2023年度）

分野融合研究プロジェクトの一環としてケニアのマラリア流行地で実施した調査。迅速診
断や先端技術解析を行っている
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コムギ自給率アップは急務の課題
　アフリカの北東部に位置するスーダンでは、人口増加
と都市化に伴いコムギの消費量が急激に増加しました。
1970年代から2010年代の間に、コムギの生産量は2

倍に増えましたが、消費の増加に追いつかず、輸入量は
約10倍になりました。食糧安全保障の観点から、また
コムギ輸入に費やされる年間約4億ドルの外貨流出を防
ぐためにも、国内の生産量を増加させることが重要な課
題となっています。
　鳥取大学とスーダン農業研究機構は、1990年代から
高温・乾燥に強いコムギの共同研究を進めてきました。
JICAは両機関と共に、この研究をベースに「地球規模
課題対応国際科学技術協力（SATREPS）」として、
2019年に分子育種技術を用いた高温・乾燥耐性の高い
品種の開発などを進めるプロジェクトを開始しました。

幾多の困難を乗り越えて
　プロジェクトは、開始早々にスーダンで発生した武力
衝突やそれに伴う治安の悪化、新型コロナウイルス感染
症のまん延など、さまざまな困難に見舞われました。
安全確保のため関係者のスーダン渡航が禁止される
なか、プロジェクトメンバーはオンラインで共同研究を継

続。現地の実験農場ではコムギの品種改良や栽培技術
の改善などが進んだことで生産量が増えたことに加え、
種子を生産するための官民の協力体制を構築するなど、
大きな成果を収めてきました。また、より一層深刻にな
ることが懸念される気候変動の影響を踏まえ、今後のコ
ムギ生産の予想シナリオを作成。加えて、持続的なコム
ギの生産に向けた人材育成や能力強化も進めています。
　プロジェクトでは、高品質で高温・乾燥耐性の高いス
ーダンのコムギとその栽培技術をサブサハラ地域に広げ
ていきたいと考えています。

Global Agenda 05    農業・農村開発（持続可能な食料システム）

農家の方々が成果の原動力です

治安悪化など厳しい状況の中でも、現地
の実験圃場では農家の人たちがコムギの
育種を続けてくれています。そのおかげ
で高温・乾燥に強いコムギ栽培ができる
ようになりつつあります。スーダンに一
刻も早く平穏な日常が戻ることを祈りつ
つ、事業継続のために頑張っています。

スーダン農業研究機構教授
イザット・タヒルさん

革新的生産技術を復興につなげたい

人、物資、資金の移動が止められるなどの
困難が続いていますが、その合間を縫うよ
うに進んできました。思いがけず農民たち
から感謝の盾を贈られた時は、現地の評価
と期待を感じとてもうれしかったです。
コムギの革新的な生産技術をスーダ
ンの復興につなげたいです。

JICA専門家／鳥取大学名誉教授
辻本壽さん

高温・乾燥に強いコムギを生産

アフリカ広域 スーダン及びサブサハラアフリカの乾燥・高温農業生態系において持続的にコムギを生産するための
  革新的な気候変動耐性技術の開発プロジェクト

現地の実験農場に気象観測装置を設置し気温がコムギの生育に与える影響を調査し
ている

事例
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